
神戸大学・法学研究科・教授

科学研究費助成事業　　研究成果報告書

様　式　Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９ （共通）

機関番号：

研究種目：

課題番号：

研究課題名（和文）

研究代表者

研究課題名（英文）

交付決定額（研究期間全体）：（直接経費）

１４５０１

基盤研究(A)（一般）

2017～2014

多文化共生社会の変容と新しい労働政策・宗教政策・司法政策に関する国際比較研究

Comparative analysis on labor, religious, and judicial policies in multicultural
 societies

７０１８４３５６研究者番号：

飯田　文雄（Iida, Fumio）

研究期間：

２６２４５０１６

平成 年 月 日現在３０   ６ ２６

円    18,800,000

研究成果の概要（和文）：本研究は、世界各国で展開されつつある多文化共生社会形成のための政治過程におい
て、2000年代後半以降に生じた多様な変化について、労働政策、宗教政策、司法政策という3つの具体的な政策
のあり方を手がかりとして、北米・西欧・東欧・アジア各国の諸事例に関する詳細な国際比較を行い、多文化共
生社会の特質とその近年の変容に関する体系的・総合的な知見を獲得することを目指すものである。

研究成果の概要（英文）：This project attempts to conduct a comprehensive research on the features of
 multicultural societies by comparing political processes of North-American, West European, East 
European, and Asian countries. It does so by focusing on the new issues regarding labor, religious, 
and judicial policies in multicultural societies over the past decade.

研究分野：政治理論
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
本研究の背景は、世界各国の多文化共生論
にみられた、2000 年代後半以降の極めて興味
深い変化にある。即ち、北米の先住民運動の
先鋭化や旧東欧の多様な民族紛争に象徴さ
れるように、多文化共生に関する議論は、
1980 年代以降常に世界各国における最大の
政治的争点であり続けた。だが、そうした各
国の多文化共生論には、2000 年代後半以降、
少数派文化側の多数派社会内への定着の長
期化と共に、多数派側の既得権益と抵触する
政策要求が多数提起されることとなった。 
２．研究の目的 
そこで本研究では、2000 年代後半以降多文
化共生社会において生じた新たな変化を、労
働政策、宗教政策、司法政策という 3政策類
型に則しつつ比較することを目標とした。よ
り具体的には、本研究では、(1)政治哲学と
政治史学の協力により、2000 年代後半以降の
多文化共生論の先行研究を分析し、多文化共
生社会研究の総合的分析枠組みを構築し、
(2)この分析枠組みを用いて、北米（アメリ
カ・カナダ）・西欧（英・仏・独・ベルギー）・
東欧（ロシア・バルカン・バルト）アジア（韓
国・台湾）各国の 3つの政策領域における近
年の具体的な変化を解明し、(3)各国の近年
の変化を多文化共生論の史的特色と比較す
るとともに、日本の多文化共生に関する政策
的示唆を得ることなどを目指した。 
３．研究の方法 
国内外で以下の各作業を行った。 
(1)国内での各人の個別活動として、所属先
図書館や国会図書館等での文献収集を行っ
た。その際、各政策領域に関する先行研究を
幅広く収集し、多文化共生社会研究の総合的
分析枠組みを構築することを目指した。(2)
国内でのメンバーの共同活動として、各年度
可能な限り多くの全員参加研究会・一部メン
バーによる研究打ち合わせを行った。(3)海
外作業として、調査対象国に一定期間滞在し、
各国の図書館・資料室等において資料収集を
行い、各国の研究者や政策実務家らとの意見
交換を行なった。(4)日本政治学会、APSA 等
の諸学会でメンバーが研究報告を行った。 
４．研究成果 
(1)飯田文雄 
イギリスの3政策領域全体に関する分析を
行うと同時に、特に宗教・司法政策を巡る理
論動向に関する個別事例研究を行った。イギ
リスにおいては従来、旧植民地時代以来の歴
史的な関連や EU 域内移動の自由化の関係か
から、アフリカ・カリブ地域やヨーロッパ域
内からの移住者が入国者の多数を占めてい
た。しかし、より安価な労働力として南アジ
ア諸国からの入国者が増加するという労働
政策上の変化の結果、文化的少数派の信仰す
る宗教の多様化、特にイスラム教信仰者の圧
倒的増加という現象が生じた。こうした背景
から、宗教と国家の関係に関する近代的原理
である世俗主義の再考が新しい争点となっ

ている。そこで本研究では、その代表的な論
者であるラボルデらの議論とそれに対する
多様な批判を中心に、その議論の内容を検討
した。その結果、この論争の最も抽象的・原
理的な立場として、リベラルな国家にとって
多様な宗教、特に原理主義的なそれを含む宗
教が、単に十分に許容可能な存在であると主
張する消極的な寛容論に加えて、むしろ宗教
的多元性はリベラルな国家成立の不可欠の
前提を成すとするより積極的な理解まで、幅
広い可能性が議論されていることが判明し
た。またこうした理論的論争の政策的・制度
的含意を照らし出す新しい議論として、婚姻
関係など宗教的な要素の強い行為領域にお
いて、多数派文化の法的規範とは異なる、少
数派文化独自の慣習的規範に基づいた紛争
仲裁制度を模索する、従来アメリカ司法の特
徴とされてきた政策の伝播現象が注目され
る、等の知見が確認された。 
（辻康夫） 
カナダにおいては、この時期には多文化主
義政策について、以下のような展開がみられ
た。第一に労働政策については、新自由主義
経済の展開とともに周縁化された先住民へ
の政策の議論が活発化したが、保守党政権は
新自由主義的開発政策による貧困の解消を
掲げるが、一部の新自由主義者は同化主義の
主張をおこない、これに対して先住民が反発
する両極化が深刻化した。宗教政策に関して
は、ムスリムコミュニティの統合の問題がカ
ナダでも意識されるようになり、多文化主義
の理念に基づく包摂の努力が行われる一方
で、これに対するペシミズムも生まれつつあ
ることが認識された。司法政策をめぐっては、
とりわけ警察組織や裁判所において、先住民
に対する制度的レイシズムが存在している
ことが、注目を集めるようになった。この点
についても、保守党政権は概して冷淡であり、
司法の中立性を自明とする姿勢をとり、これ
にたいして先住民が反発する構図がつづい
た。このようにカナダにおけるマイノリティ
問題は、新自由主義を標榜する保守党政権期
に両極化を強めたが、2015 年に自由党への政
権交代がおこることで、連邦政府の姿勢は大
きく転換された。新首相ジャスティン・トゥ
ルードは、先住民との協力を前面に押し出し、
先住民出身の閣僚も任命した。経済開発につ
いては、先住民の権利を重視するために、新
自由主義的開発のシンボルであったパイプ
ライン建設について慎重な姿勢に転じた。ま
た先住民の失踪女性の問題も政治的アジェ
ンダにのせ、大規模な調査が開始されたが、
この過程で、司法制度の検証が行われる見込
みであり、保守党政権時代からの転換が行わ
れつつあるとの知見を得た。 
（月村太郎） 
バルカン諸国の3政策領域全体に関して分
析すると同時に、特に個別事例研究として、
司法政策の問題について考察を行った。既に
加盟しているギリシャを除くバルカン諸国



のうち、ルーマニアとブルガリアは 2007 年 1
月、クロアチアは 2013 年 7 月に加盟を果た
し、その他の多くも（潜在的）加盟候補国と
して EU 加盟プロセスにある。司法の独立が
加盟の前提条件であることは言うまでもな
い。2007 年 1 月に EU 加盟を果たしたルーマ
ニアとブルガリアは加盟交渉の際に常に司
法改革の遅れを指摘され、加盟後も、両国に
対して適用された協力・検証メカニズムの中
で、司法改革は汚職対策と並んでその不十分
性を強く非難されている。更に今後に加盟プ
ロセスを歩む（潜在的）加盟候補国の場合、
例えば、アルバニアでは 2017 年 1 月に 800
人の裁判官・検察官について、資産と職業的
適性について審査が始まった結果、現在まで
に3人が資格剥奪され、15人が辞任している。
内戦から 20 年が経過するボスニアでは、「デ
イトン合意」によって導入された分権的な国
家体制の故に、司法改革の過程は更に複雑化
することになる。2018 年 10 月に複数のレベ
ルでの国政選挙が一斉に行われるが、その後
に司法改革が進む可能性は高くない。未加盟
のバルカン祖国はいずれも「コペンハーゲン
基準」を満たすことが求められる。EU が突き
つける「西欧的価値基準」には汚職や組織犯
罪の一掃、官僚の脱政治化などが含まれてお
り、司法改革はそれを実現する為の前提条件
である。本研究を通じて、EU 加盟プロセスに
あるバルカン諸国が司法改革を着実に進め
る姿勢を見せる一方で、しかしそれに非常に
苦慮していることが、明らかになった。 
（網谷龍介） 
ドイツにおける3政策領域全体に関して分
析すると同時に、特に個別事例研究として、
宗教政策の問題に関して研究を行った。2000
年代に入りドイツでは注目すべき新しい展
開があった。これまで特にフランスとの対比
において、その国民理解が血統主義的・文化
主義的であることや、移民を正面から認めて
こなかったことが強調されていたが、移民を
正面から受け入れるようになり、国籍法も二
重国籍容認へと転換した。さらに、イスラム
をドイツの一部として位置づける方向性が
宗教政策の分野で強まったこと、それがキリ
スト教民主党の首相の下で行われたことが
重要である。その背景には、キリスト教の特
権的地位が否定された結果、宗教の公的地位
を守る上では、むしろイスラム教をも既存の
枠組に取り込むほうが得策であるという判
断があり、かつてのオランダにおけるイスラ
ム包摂の力学と類似する。この過程では、憲
法裁判所による司法判断が重要な意味を持
っていた。またこれに伴って、ドイツでは公
的宗教教育が行われているため、イスラム宗
教教育のため教員養成が行われてはじめて
いることも興味深い。かつての私的なイスラ
ム教育が「外国人向け」との位置づけだった
のに対して、いまやドイツ市民の宗教教育の
一部となったのである。しかしそれに伴って、
ドイツ基本法の掲げる自由民主主義的な諸

価値との適合性の問題も提起されており、具
体的制度化の論点は残されている。 
（塩川伸明） 
ロシアにおける労働政策・宗教政策・司法
政策に関して全般的に分析し、特に個別事例
研究として宗教政策に関する研究を進めた。
ロシアは事実として多民族・多宗教・多言語
社会であるだけでなく、公的な自己認識とし
て「多数の構成要素からなる一つの国民」を
標榜しているが（キリスト教、イスラム、ユ
ダヤ教、仏教の 4つが「ロシアの伝統宗教」
とされている）、にもかかわらずロシア人・
ロシア正教・ロシア語が最大多数派として中
心に位置しているという二面性があり、その
ためロシア正教以外の諸宗派への態度が非
常にデリケートな問題となる。政権およびそ
の支持基盤たる様々な社会勢力がロシア正
教会および他の諸宗派にたいしてどのよう
な関係を取り結んでいるのかという問題が
大きな研究課題となるゆえんである。ロシ
ア・ナショナリストが政権の重要基盤の一つ
であり、その精神的なよりどころがロシア正
教にあることも明らかだが、政権の公的建前
としては、ロシア正教のみと一体化するわけ
にいかないというディレンマがある。近年、
正教会およびロシア・ナショナリストは「キ
リスト教道徳」に反すると目される動向への
排他的な態度をあからさまにしているが、そ
の際、西方キリスト教の一部（道徳主義的右
派）にアピールする試みもなされている点が
注目される。また 2017 年には宗教革命 500
周年の記念日にルター派の教会の建物を信
徒共同体に返還する盛大な儀式が行なわれ
たが、これは欧米諸国との関係が悪化してい
る中で、ドイツとの関係を良好化しようとい
う意図を秘めたものと推測される。こうして、
政権と諸宗派の関係は錯綜した様相を呈し
ており、更なる分析を必要とする。 
（早川誠） 
アメリカ合衆国における労働・宗教・司法
の3政策領域全体に関して分析すると同時に、
特に個別事例研究として、宗教政策に関して
研究を実施した。その結果、宗教政策は司法
政策とも密接に関連し、合衆国の政策変化の
一つの焦点であって、法解釈も過渡期にある
ことが判明した。前提として、アメリカ合衆
国では 2010 年代から宗教対立が激化し、特
に 2014 年以降はその傾向が強いということ
が、明らかになっている。これを受けて、州
や自治体レベルでのゾーニング条例や宗教
施設建設に対する土地所有権規制、さらに政
府補助金受給と一対の政治活動の制限など、
意図が明確でないとしても実質的に宗教規
制的な効果を持つ政策が、増加傾向にある。
ただし、他国との比較では、合衆国は依然と
して宗教活動の自由度が高い。上記諸政策の
基盤は連邦憲法修正第一条の解釈だが、判例
は過渡期にある。近年の連邦最高裁の判例で
は、同条の国教樹立禁止条項における政教分
離原則に関して、政治の場における祈祷など



宗教的意味を持ちうる行為に対し多数派の
慣行の合憲性が認められる方向ではあるが、
解釈の基礎としてこれまで利用されていた
レモン・テストやエンドースメント・テスト
などの審査基準の影響は低下しており、少数
派への言及も見られる。他方、信教の自由に
関わる同条の宗教活動の自由条項について
は、宗教に対して実質的負担を課す付加的効
果を持つ法令に好意的なスミス・テストが、
連邦レベルと州レベルで異なる扱いを受け
るなど、解釈は一定しない。合衆国における
宗教・司法政策は、連邦・州・自治体レベル
での相違をともないつつ政策や判例の変化
が生じるという、複雑化した状況にある。 
（津田由美子） 
ベルギーの３政策領域全体に関して分析
すると同時に、特に個別研究として、宗教政
策の問題に関して研究を深めた。とりわけベ
ルギーの政教分離（ライシテ）が、21 世紀の
多文化状況にどのように対応しているかを
調査した。ベルギーのライシテは、厳格な分
離を特徴とするフランスとは異なり、19世紀
から「緩やかな分離」方式により世俗派とカ
トリックの関係を調整してきた。憲法におい
ては、信教の自由を定めると同時に、国家が
特定の宗教を公認して一定の自律性を尊重
し、当該宗教団体への補助や、公教育での宗
教科目の設置と教員への公費からの報酬支
払を保障している。しかし、近年はイスラム
系の移民増加にともない、公的な場所におけ
る宗教性が顕在化するのに対し、ヨーロッパ
社会の世俗化が進み、ライシテは新たな局面
を迎えている。学校教育に選択制の宗教科目
を導入したのは、それが多文化共生に役立つ
と考えられたためだが、イスラム教の選択率
の上昇やテロ事件の影響を受けて、宗教教育
存続への批判が強まっている。フランス語共
同体では、宗教科目の時間を削減し、特定の
宗教によらない哲学・市民性教育に変更する
傾向にある。また、イスラム教とムスリム移
民への警戒と不満を背景に、公立学校での女
子生徒のヴェール着用など、ムスリム女性の
衣装を宗教シンボルとみなして規制すべき
だとの議論も強い。ただしカトリックの私立
学校やキリスト教民主主義政党では、ムスリ
ムを積極的に受け入れることで共存を図る
動きも進んでいる。強まるイスラム教の影響
力に対して、ライシテ方式が宗教的多元性と
社会統合の両立を維持していくことができ
るのかは、今後とも注視していく必要がある。 
（西山隆行） 
アメリカの3政策領域全体に対して分析す
ると同時に、特に個別事例研究として、司法
政策の問題に関して研究を行った。アメリカ
の司法政策については、連邦政府と多くの州
や地方政府の間に温度差がある。連邦政府は
厳格な取り締まりを主張する一方で、多くの
移民・不法移民が居住している地域は不法移
民を積極的に取り締まる誘因を持たないた
めである。全米で増大しつつある移民・不法

移民によって社会的地位を低下させられた
と感じている労働者階級の白人が、ラストベ
ルトと呼ばれる地域を中心に、不法移民への
反発を示している。実際にはその地位低下は
産業構造の変化と機械化の進展によるもの
であり、彼らが移民に対して抱く脅威は抽象
的脅威に過ぎない。また、そのような地域に
はそもそも移民があまり居住していない。だ
が、彼らの反発を背景に、連邦政府は厳格な
不法移民取り締まり政策を展開している。他
方、多くの移民や不法移民が居住し、多文化
共存を当然の前提として発展してきた地域
では、移民や不法移民の犯罪率が高くないこ
とが明らかになっている。そのため、不法滞
在中とはいえ具体的な刑事法に違反してい
るのではない不法移民の取り締まりを行う
ことに意義を見出すことのできない州や都
市は連邦政府の要請を拒否している。このよ
うに、司法政策を連邦制と関連させて研究し
た結果、不法移民が多く居住しておらず、不
法移民に起因する問題がほとんど発生して
いない地域を中心に司法政策に多くの政治
的・財政的資源が投入され、本来ならばより
多くの資源が向けられるべき他の政策領域
に十分な資源が与えられていないという知
見が得られた。 
（浪岡新太郎） 
フランスの3政策領域全体に関して分析す
ると同時に、特に個別事例研究として、宗教
政策の問題に関して研究を進めた。具体的に
は、内閣府諮問機関である高等統合審議会の
活動の分析と、非常事態宣言下でのイスラム
に対する政策的対応の変化、および近年増加
するムスリム私立学校の設立がどのような
困難を抱えているのかについて明らかにし
た。まず、高等統合審議会の報告書を時系列
に沿って分析することで、「統合」の観点か
らのイスラムの位置付けが以下のように時
期に応じて変化したことを明らかにした。
1980年代末から1990年代まで、イスラムは、
それ自体としてフランスでの「統合」の障害
となるものとしては見なされなかった。しか
し、2000 年代に入ると、イスラムは移民第二
世代以降の女性の抑圧と結び付けられ、フラ
ンスは男女平等の観点から「統合」のために、
イスラムを警戒、管理する必要があると主張
するようになることである。次に非常事態宣
言下での政策的対応の変化については、2010
年代になってから以下のように変化したこ
とを明らかにした。2010 年以前は、警察が治
安の観点から明示的にムスリムやモスクを
警戒することは認められなかった。しかし、
非常事態宣言の下で、治安が極めて重要な政
策課題として認識され、さらに警察に大幅な
裁量権が認められることで明示的にムスリ
ムが捜査対象になった。最後にムスリム私立
学校設立の際の困難については、設立、開設
申請、運営の各段階でそれぞれ異なった困難
が存在すること、この困難は国政レベルと地
域政治レベル、市民社会レベルでそれぞれ異



なって受け止められるので、一元的に論じる
ことが困難であることを明らかにした。 
（渋谷謙次郎） 
ロシアの３政策領域全体に関して分析す
ると同時に、特に個別事例研究としては、宗
教政策の問題に重点を置いた研究を行った。
ロシアは、憲法上は政教分離に基礎を置く世
俗的国家であり、信仰の自由と布教の自由が
人権として保障されているが、実質的に優越
的な地位にあるのがロシア正教界であり、権
力との癒着関係がしばしば指摘されてきて
いる。その他、イスラム教、ユダヤ教、仏教
も「伝統的宗教」という位置づけで一定の経
緯が払われているが、特にロシア正教徒など
からみた場合の、反イスラム感情が、カフカ
ース（コーカサス）や中央アジア出身者に対
する反感とあいまって、時にはみられ、テロ
対策の文脈でロシア内のモスクなども治安
当局による監視対象ともなってきた。2017 年
にはサンクト・ペテルブルク市内の地下鉄で
中央アジア出身者によるテロ事件が引き起
こされたことが、そうした動向に拍車をかけ
てきた。従来、ロシア南部のカフカース出身
者のみならず、中央アジアから来た労働移民
などが、反イスラムの感情とあいまって、人
種差別的な対象となったり、頻繁に警官に呼
び止められてパスポートをチェックされる
など、ロシア国内では、多文化共生にとって
は様々な暗雲がたれこめてきた。またプーチ
ン大統領は、かつて欧州における多文化主義
は失敗しているという認識を示したことが
あり、他国からの移民がホスト社会への敬意
を欠いたまま「差異の権利」を主張すること
を批判していたことがある。このように、ロ
シアでは、歴史的な多民族性が称揚されるこ
とはあっても、「多文化主義」があえて唱道
されることはないだろうという知見が得ら
れた。 
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